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事業所活動に関連するデータの入手可能性 
水谷千亜紀（独立行政法人国立環境研究所） 

 

 

はじめに 

 企業の出店・存続・移転・廃業という状態は，ある地域における企業の経済活動を把握す
る上で重要な指標の一つである．国際的には各国の経済状況を比較する企業動態調査
（Business Demography）が近年，着目を浴びている（森・坂本，2012）． しかし，残念なが
ら日本においては，全国規模で企業の動態を（時系列的に）把握できる公的統計が整備され
ていない．このような状況において森・坂本（2012）は，入手可能なデータを用いて，東京
都八王子市を事例地域に企業動態研究を行った．具体的には，2011 年 1 月と 2012 年 1 月のデ
ジタル電話帳データ（NTT タウンページデータベース）の比較と，タウンページに電話番号
を掲載している事業所へのアンケート調査による分析を行った．これにより，観察期間の 1

年より短い期間で事業所の出店・廃業プロセスが起こっていること，また開業・廃業という
企業の自然動態の把握に加えて，事業所の移転という企業の社会動態も把握できることが明
らかになった．タウンページの特徴として，情報の掲載や掲載中止の申請は事業所自身が行
うため，地域に存在する全ての事業所を必ずしも網羅しているわけではない．また事業所が
固定電話を持たない場合などは掲載対象外となる場合もある．しかしながら，現時点におい
て日本における事業所の動態を全国的にも網羅するデータとしてデジタル電話帳データを代
替するものはない． 

 このように企業動態調査は，世界的に着目されながら日本では公的統計が整備されていな
いため，実施が難しい状態にある．そこで本稿では，企業の出店・存続・廃業という状態の
推移を把握する企業動態調査，またはそれに類する調査・研究の支援にむけて，日本の事業
所活動に関連するデータの入手可能性について検討する．本稿の構成は以下の通りである．
まず 2 章では日本における企業動態研究に関連する従来の試みを振り返りながら，そこで利
用されたデータをリストアップする． 3 章では 2 章で列記したデータを踏まえながら，既存
の企業データに関するデータについてまとめる．4 章ではそれらのデータの入手方法を示し，
最終章となる 5 章では今後の企業動態に関するデータ整備についての展望を述べる． 
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１．事業所の開業・存続・廃業に関する時系列分析 

 国家規模の企業の動態を把握する公的統計の整備という観点から日本は国際的に遅れをと
っている（森・坂本，2012）。しかしながら，その一方で，事業所の開業・存続・廃業とい
う動態は，市街地のにぎわいや都市構造に影響を与える要素であるため，地道に店舗情報を
収集したり，既存のデータを加工したり組み合わせたりするなどの工夫によって，企業の開
業・存続・移転・廃業という状態の推移の分析，つまり時系列分析が試みられてきた。ここ
では，複数時点の位置情報付きの事業所，またはその店舗・テナントのデータ比較によって，
店舗・テナントの開業・存続・廃業という状態を把握した事例を取り上げ，使用したデータ
に着目する。 

開業・存続・移転・廃業という状態の推移から店舗や事業所の動態を把握するということ
は，長らく地道な地域調査を必要とした。たとえば浅野（2002）は，北陸甲信越地方の地方
都市心部にある大規模店舗の閉店や移転の情報を，各自治体の商業担当課へのアンケートに
よって収集した。従来の地道な調査手法が有する対象範囲や対象期間の限定性という制限を
打破しようと 2000 年前後頃から事業所の動態を把握する方法論の研究がされてきた。その嚆
矢ともいえる伊藤・曲渕（1998）では，電子住宅地図から事業所情報を抽出し，都市を構成
する要素としてビルテナントが入れ替わるプロセスを確率論的にモデル化した。まだ
Windows 98 が発売されたばかりという当時のマシンスペックから考えると，デジタルデータ
を扱う際にも大いなる工夫がなされたものと推察できる。その後，マシンスペックの核心的
な進歩とデジタルデータ化が推進され，事業所の動態把握もより広域に行われるようになっ
た。たとえば渋木ほか（2008）では，南関東を対象に，電話帳データと建物を結合させて，
建物の階層毎・業種毎にテナントの時系列的な開業・存続・廃業という状態推移を分析した。
また対象が事業所ではないが，大佛・鎌田（2005；2006）では都市防災の観点から既成市街
地における建物の除去・残存性向をモデル化した。これにより住宅や店舗といった建物の利
用目的別に除去・残存建物数の将来予測を可能にした。 

 このように事業所やテナントの開業・存続・廃業という状態の推移から動態を把握すると
いう学術的な興味・関心はありながらも，公的統計の整備が進んでいないため，研究者自ら
がデータを整備する場合がほとんどである。関連各所への聞き取り・アンケート調査では，
データの信頼度は高いものの，調査には時間や労力を要するため対象範囲が限定的となる。
既存のデータを組み合わせる手法は，位置情報を有するデータが普及してきたこと，マシン
スペックの急速な進化，更に近年ではマシンが廉価になったことから，作業環境は整いつつ
あるものの，データ処理に高度な技術を有する。 つまり，企業活動に関する時系列分析に対
する学術的な関心はあるものの，そのような研究に必要なデータの入手可能性が，研究遂行
の制約となっている。 
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２．企業活動に関連する既存のデータ  

 本章では，企業活動に関連する既存の公的統計，および関連するデータセットを紹介する。
まず，公的統計として，「事業所・企業統計調査」（2009 年以降は「経済センサス」に統合）
が挙げられる。これにより，2～3 年周期で事業所数の変遷を大まかに捉えることができる。
注意点としては次の 3 点が指摘されている（森・坂本，2012）。1) 調査員の目視による調査
であることから，看板を掲げない，あるいは他の事業所内で事業を営んでいる零細事業所等
は把握漏れとなりやすい。2) 調査地区外への移転にともなう事務所の開業，および廃業によ
って，開業率，廃業率が過大評価される。3) 調査が 2・3 年毎に行われているため，この調
査の行われない期間に起業・廃業した事業所は統計に加えられない。このほかの公的統計に
よる事業所の動態に関する集計値に関しては森・坂本（2012）を参照されたい。 

 入手可能な事業所データとしては，掲載申請を受けた事業所の情報を集約した「NTT タウ
ンページデータベース（NTT タウンページ株式会社）」が販売されている。先述した制約は
あるものの，タウンページデータベースは，全国を網羅しており，毎月更新され，事業所が
入居している建物内の住所（階数や号室まで）を押さえており 3 次元的な位置を把握するこ
とができる。 

また式会社ゼンリンから，全国の電話帳データのうち，約 2,400 万件のデータに対して位置
情報（経度緯度）が付与された位置情報付き業種別電話帳データ（緯度経度座標付き電話帳
データベース「テレポイント Pack!」）が販売されている。またこのテレポイント Pack!から
作 成 さ れ た 「 商 業 集 積 統 計 」 （ http://shiba.iis.u-tokyo.ac.jp/member/akiyama/ca_intro/ 
ca_intro.html は，複数の事業所が空間的に連担して形成される面的広がりを有する範囲を商業
集積地域とみなして全国整備したものである（秋山ほか，2013）。これは個別の事業所の位
置を示すものではないが，商店街や郊外の幹線道路沿いによく見られるロードサイド型店舗
群のように，複数の事業所からなる商業集積地域に業種別店舗数や位置情報を付けており，
毎年更新されるため商業集積地域の時系列分析が可能である。  

 

３．データの入手方法 

 データの入手先としては「企業・事業所統計」を例にすると「政府統計の総合窓口（e-

Stat）」（以下，e-Stat），統計情報研究開発センター（Statistical Information Institute for 

Consulting and Analysis: Sinfonica，以下，シンフォニカとする），そして東京大学空間情報科
学研究センター（Center for Spatial Information Science，以下 CSIS）が主な窓口となる。e-Stat

は，統計調査の成果の利活用を促進しようと，主要な公的統計が無償で公開されている。事
業所・企業統計は，平成 13 年度，18 年度，そして後続調査の平成 21 年度経済センサスの，
計 3 ヵ年分の経年データを入手することができる。オンラインでデータを取得することがで
きるため，即座にデータを確かめることができる。ただし，データを e-Stat からダウンロード
する際，市区町村単位，およびメッシュデータの場合だと 1 次メッシュ単位（経度差 1 度，
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の整備は着実に進んでいる。今後，企業動態に関するデータ整備がどのような形で進められ
るのかその動向に期待したい。  
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